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研究成果の概要（和文）：高齢社会のもたらす法的諸問題を、特に、ドイツ法を素材として調査・

研究を行った。その重点は、生前処分と死後処分による遺産の承継であるが、その中でも、信

託的な財産譲渡、特に、ドイツ法の先取りした相続の制度について検討した。さらに、以上の

ような処分との関係でもっとも問題となる法制度である遺留分に関しては、予防法学的措置も

含めて研究対象とした。その一環が、2010 年から施行されているドイツの相続法の改正である。

研究成果の概要（英文）：In the so-called aged society conveyance of estate (in the future) is
accomplished very often not only through testaments but also through gift between the
relatives in the living time. The aim of this research was to examine some problems,
which is arising in the aged society, in comparison with the discussion about such problems
in Germany. Especially this research concentrated upon Pflichtteilsrecht and the
succession law reform in Germany in 2009.
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１．研究開始当初の背景
いわゆる先進諸国は、高齢社会という共通

の課題に直面している。その特徴は、被相続
人の職業生活引退後の生存年数の長期化、配
偶者を除く法定相続人の相続年齢の高齢化、
及び、親族間の精神的・経済的な連帯の後退
である。その帰結は、伝統的な家族相続・血

族相続への疑問視と、相続の個人化である。
さらに、将来の遺産に関する被相続人の生活
保障の必要性の増大であり、その結果、相続
は対価的な色彩を帯びるに至る。その中で、
生前処分・死後処分による（将来の）遺産の
処分が頻発することとなる。ただし、被相続
人は無条件で将来の遺産を譲渡するわけで
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はなく、一定の条件・拘束を伴った財産の移
転（いわゆる「信託的な譲渡」）を企てる。
死後処分のみならず、以上のような生前処分
が増大すれば、特に、遺留分制度との関係で
様々な問題が発生する。しかも、それは相続
後の遺留分減殺請求との関係だけではなく、
既に生前に講じられる予防法学的措置の妥
当性が問題とならざるを得ない。これらは、
わが国のみならず高齢社会を迎えた先進諸
国に共通の問題状況である。

２．研究の目的
本研究の目的は、以上のような高齢社会の

現状に鑑みて、特に、ドイツ法を参照して、
高齢社会のもたらす相続法上の問題を考察
することであった。すなわち、ドイツ法は信
託法制度を持ち合わせないが、他方で、相続
契約、先位・後位相続、共同遺言などの相続
法上の信託的な財産移転の制度を有してい
る。さらに、特に公証実務の発展させた予防
法学的措置が多く行われているからである。
具体的には、以下のような目標を設定した。
①ドイツ法の相続法上の制度を検討するこ
と。特に、信託的な財産譲渡である。

②ドイツ法の公証実務の発展させた予防法
学上の措置を検討すること。特に、障害者
遺言と先取りした相続。

③以上を側面支援する贈与・相続法上の問題
を検討すること。

３．研究の方法
上記の研究を行う上で、次のアプローチの

方法をとった。
①財産法、相続法上の様々な法制度を、生前
処分、死後処分を含めた信託的な財産承継
という観点から、広く有機的に検討するよ
うつとめる。

②主な検討の対象として、わが国と比較すべ
きドイツ法に関して、できる限り社会実態
に即した形で、現実的な機能を明らかにす
るよう検討する。

③ただし、特に検討対象の性格からは、法解
釈学的な精緻さに配慮する。

４．研究成果
本研究の研究成果は、大きく分けると、上

記の検討対象にあげた部分と、それに関する
問題で本研究の遂行の為には不可欠の検討
と考えたものとに大別できる。
（１）直接本研究の本体に関するものに関し
ては、以下の通りである。

第１は、信託的な財産移転を行う際に重要
なのは、特に、遺留分減殺請求との関係で、
それが生前処分か死後処分かという点であ

る。すなわち、それが死後処分のときは、相
続債権者は当然に第１順位で相続財産から
弁済を受けることが可能である。さらに、遺
留分権利者も当然に遺留分減殺請求の対象
とできる。他方で、生前行為なら相続債権者
は、弁済を受けるためには詐害行為取消権を
行使する必要がある。さらに、遺留分減殺請
求権は、悪意の贈与は別として、１年の期間
制限に服する。ただし、後者の問題は、通常
は多額の贈与は法定相続人に対して相続の
前倒しとして行われるから、特別受益の持ち
戻しによって捕捉されており、これまであま
り議論されたことはない。特に、重要な生命
保険金の受取人指定では、判例は「特段の事
情」で受贈者（受取人指定された共同相続人）
とそれ以外の相続人との権利を調整してい
る（最判平成１６・１０・２９民集５８巻７
号１９７９頁など参照）。さらに、以上の問
題は、遺留分補充請求権に１０年の時効期間
があるが、他方で、配偶者間では婚姻の解消
時から、以上の期間が進行するとされている
ドイツ法では極めてシリアスな問題である。
そこで、本研究では、先取りした相続という
公証法学が発展させた法形式上は生前行為
だが死後の信託的な財産移転を目論んでい
る取引形式に則して、ドイツ法の議論を検討
した。結論的には、履行の完了がドイツ法で
の区分の一応の基準とされている。

以上の問題と関連して、特に、遺留分制度
の批判の強いのが、親族が介護した場合の対
価的な相続、及び、企業承継に対する遺留分
制度のあり方である。わが国に関しては、特
別法（「中小企業における経営の承継の円滑
化に関する法律（平成２０年）」）との関係で、
わが国とドイツ法の企業承継との関連で遺
留分制度を検討した。その結果は、企業承継
のために早急に遺留分制度を制限する措置
を執るより、まずは予防法学的措置、特に、
後継者とされなかった法定相続人との利害
調整が必要だという認識であった。

今ひとつ、その立法の帰結の多くは未だ現
在進行形であるが、２００９年９月に立法化
され２０１０年１月から施行されるに至っ
たドイツの相続法改正の過程の議論と新法
を検討した。具体的には、１９９０年代から
ドイツでは、特に遺留分制度の存在意義自体
を疑問視する議論が盛行していた。その背景
は、なかんずく、親族連帯の弛緩と相続の個
人化である。その結果、２００２年には遺留
分のみならず、相続制度に関連するそれ以外
の法制度（親族扶養法、社会保障法、税法な
ど）も含めて、広い角度からドイツ法曹大会
で血族相続のあり方が議論された。さらに、
２００５年に連邦憲法裁判所の判例が、直系
卑属（子）の遺留分は合憲という判断を下し
てから法改正の進行の速度が速まった。その
結果、親族法の改正に合わせて相続法の制度



を調整するに止まらない、相続法だけの問題
設定による第２次世界大戦後初めての相続
法の改正が実現されることとなった。ただし、
その改正は大きなものではない。基本的には、
２００３年のドイツ法曹大会での評決と近
い内容である。具体的には、①遺留分剥奪事
由の簡易化、現代化、②従来より極めて緩和
された形で介護給付を寄与分として承認す
る。③遺留分減殺請求の時効期間は１０年だ
が、贈与より１年ごとに１０％ずつ遺留分補
充請求の対象を漸減させるなどの改正が実
現した。他方で、企業承継に関しては、上記
の③は別として、従来の予防法学的措置に委
ねることとされている。以上の改正点では、
特に、②の介護給付を寄与分として承認する
という点がドイツ法としては画期的だと考
える。わが国でも、介護給付は寄与分を構成
すると規定されているが、現実の裁判例では
極めて認められにくくなっている。その理由
は、家業従事型などとは異なり、家族間の介
護給付は本来無償であり、かつ、その労務の
価値の算定基準がはっきりしないからであ
る。他方で、ドイツでは介護保険法の立法で、
現物（サービス）給付以外に金銭給付を承認
した。その結果、介護給付の金銭的評価が判
然とし、さらに、「社会的労働」であっても、
金銭化が可能となった。その結果、立法過程
では、介護保険の金銭給付に則して介護の寄
与分を定めるという提案が行われた（結果的
には採用されなかったが）。以上の議論は、
相続法が単に財産移転や被相続人の意思の
実現だけではなく、血族連帯の制度の一環と
して社会全体の法制度に組み込まれている
ことが見て取れる。
（２）本研究に不可欠のものと考えられた研
究として行ったのは以下の点である。

第１が、共同相続人の１人が他の共同相続
人に帰属した債権を回収したが、準占有者へ
の弁済（４７８条）にならないケースに則し
て検討した問題である。以上の問題をわが国
とドイツ法との対比で検討した。ただし、ド
イツ法は遺産は共有ではなく合有であり、権
利行使には遺産裁判所による相続証書が必
要だから同じ問題は相続の局面では発生し
ないから、それ以外の局面で法技術的に同様
の問題を比較した。他人の債権の無権利者に
よる回収は、１９世紀には（誤想）事務管理
の問題だったが、ドイツ民法典の立法以来
（準事務管理は別として）事務管理が利他的
行為に制限されたため不当利得の課題とさ
れた。他方で、債権は不法行為、準事務管理
によるサンクションの対象とはされていな
い。理由は、債権が絶対権ではなく、不法行
為法による保護法益ではなく、準事務管理に
より保護される法益とは解されていないか
らである。その結果、権利者による債権の弁
済行為の追認の可否が問題となるが、回収さ

れた債権が、現実には債務者に対して履行請
求可能だから、そもそも追認の対象となるの
か否かが問題となっている。ただし、判例・
通説は、不当利得による解決を支持している。

第２が、他人物売買・無権代理と相続とい
うテーマである。この問題の検討により、わ
が国の相続法が被相続人の財産（遺産）と相
続人の財産の分離した処理が極めて行いに
くい法制度となっていることが判明したと
考えている。ドイツ法とわが国の最も大きな
違いが、遺産に対する責任制限の制度の違い
であろう。ドイツ法では、遺産管理の手続き
を通じて、財産目録さえ提出すれば、何時で
も相続人は相続債務を遺産に制限できる。そ
のために、例えば、他人物売主を所有者が相
続した場合には、相続による追完という制度
が用意されているが、極めて簡単に被相続人
（他人物売主）の責任を損害賠償義務に制限
することが可能である。したがって、わが国
におけるような包括承継原則との抵触とい
う問題は発生しない。他方で、わが国では限
定承認は相続後原則は３ヶ月間だけ可能で
あり、しかも、不可分性の原則が適用される。
したがって、判例・通説は、相続財産への責
任制限という措置を、相続人の追認拒絶とい
う１回のプロセスで実現させていると考え
られる。反対に、例えば、無権代理人が本人
を相続したケースは、相続の問題ではなく無
権代理人の権利取得であると考えることが
できる。共同相続の場合は、相手方の一部の
履行請求の選択の問題であろう。類似の問題
は、共同相続人の遺産分割を相続債権者が詐
害行為で取り消しうるという判例の考え方
にも表現されている（例えば、最判平成１
１・６・１１民集５３巻５号８９８頁）。こ
れは本来は、第一種財産分離の守備範囲であ
ろう。本研究の成果は、遺産の清算の過程を、
特に相続債権者の利害に則して検討する必
要があるという認識であった。
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